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特集 ● 令和元年度 決算

旧
合
併
特
例
事
業
債
の

活
用
状
況
と
地
方
債
の
残
高

令
和
元
年
度
の
地
方
債
の
借
入

は
、
47
億
８
０
９
万
円
で
、
こ
の
内

26
億
３
９
０
０
万
円
が
旧
合
併
特
例
事

業
債
で
す
。
令
和
元
年
度
の
活
用
事
業

は
、
表
３
の
と
お
り
で
す
。

各
会
計
の
地
方
債
の
残
高
は
、グ
ラ
フ

３
の
と
お
り
で
す
。一
般
会
計
は
、
前
年

度
に
比
べ
て
新
ご
み
処
理
施
設
建
設
事

業
、
体
育
施
設
整
備
事
業
な
ど
、
大
型

の
施
設
整
備
に
よ
り
市
債
の
発
行
が
増

え
た
も
の
の
借
換
を
行
わ
な
か
っ
た
こ

と
な
ど
に
よ
り
、
地
方
債
残
高
は
前
年

度
を
下
回
る
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

市
の
財
政
状
況
を
計
る

「
健
全
化
判
断
比
率
」

自
治
体
の
財
政
状
況
の
健
全
性
を
計

る
指
標
と
し
て
「
健
全
化
判
断
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
比
率
に
は
、
図
２

に
示
し
た
４
つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
収
支
が
赤
字
と
な
っ
た
と

き
に
算
出
さ
れ
る
「
実
質
赤
字
比
率
」

「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」
に
つ
い
て
は
、

市
は
黒
字
決
算
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の

指
標
を
算
定
し
始
め
て
か
ら
赤
字
と
な

っ
た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
借
入
金
の
返
済
に
か
か
る
経

費
等
の
割
合
を
示
す
「
実
質
公
債
費
比

率
」
や
、
地
方
債
な
ど
将
来
の
負
担
の

大
き
さ
を
表
す
指
標
で
あ
る
「
将
来
負

担
比
率
」
に
つ
い
て
は
、
国
が
定
め
る

財
政
再
建
策
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
水
準
（
早
期
健
全
化
基
準
：
実

質
公
債
費
比
率
25
・
０
％
、
将
来
負
担

比
率
３
５
０
・
0
％
）
を
大
幅
に
下
回

る
比
率
を
維
持
し
て
い
ま
す
（
図
２
、

グ
ラ
フ
４
）。

な
お
、健
全
化
判
断
比
率
に
基
づ
き
、

一
般
会
計
に
関
わ
る
地
方
債
発
行
残
高

４
０
３・４
億
円
の
う
ち
、
市
の
実
質
的

負
担
額
を
試
算
す
る
と
、
約
43
億
円
の

負
担
と
な
り
ま
す
。

●一般会計および特別会計（表 1）

●旧合併特例事業債の活用状況（表 3）

●地方債の残高（グラフ３）●財政の健全化判断比率（図２）

●健全化判断比率の推移（グラフ４）

●水道事業会計・下水道事業会計（表 2）

おもな取り組み
〇下水道施設維持管理 		 1 億 6,647 万円

処理場維持管理委託、汚泥処分、施設修繕
〇流域下水道事業 		 6,042 万円

終末処理場（アクアピア）の設備更新費用の一部負担金
〇管きょ工事 		 511万円

宅内ポンプ設置工事、公共ます設置工事など

水道料金　17 億 1,140 万円

建設改良費　12 億 8,719 万円 企業債償還金　23 億 2,114 万円

補てん財源　14 億 1,152 万円

減価償却費　10 億 5,445 万円 減価償却費　19 億 1,526 万円

補てん財源　16 億 7,509 万円

収益的収支（税抜き）

資本的収支（税込み）

１年間の経営成績を明らかにします。収入と支出の差引から利益が計算されます。

施設を建設・更新するための支出と、その財源となる収入等を示します。

●収入　21億 4,749 万円

●収入　4億 4,659 万円 ●収入　7億 1,296 万円

●支出　23 億 8,805 万円●支出　18 億 5,811 万円

●支出　17 億 6,301 万円 ●支出　35 億 7,660 万円

●収入　42 億 8,650 万円
下水道使用料　16 億 1,309 万円 その他収入　9 億 2,671 万円

一般会計繰入金　17 億 4,670 万円

維持管理経費　5 億 7,545 万円　　企業債利息　1 億 3,311 万円

企業債　9,300 万円
国庫補助金　859 万円

加入分担金など　6,590 万円
一般会計出資金　2 億 7,910 万円

維持管理経費　10 億 6,982 万円　　　企業債利息　5 億 9,152 万円

企業債　4 億 1,810 万円

建設改良費　6,661 万円　

※損益勘定留保資金・・・施設の減価償却費など現金の支出を必要としない費用により生じる企業内部で留保される資金

一般会計繰入金　2 億 3,167 万円

純利益　3億 8,448 万円

補てん財源は損益勘定留保資金（※）などで構成されます。 補てん財源は損益勘定留保資金（※）などで構成されます。
受益者負担金など　6,319 万円

純利益　7億 990 万円

その他収入　4 億 3,609 万円

会計名 最終
予算額

決算時の
予算現額 決算額 予算現額に

対する増減

一般会計
42,319 43,562 歳入 42,978 △ 584

歳出 42,166 1,396

特
別
会
計

国民健康保険特別会計
10,187 10,187 歳入 10,235 48

歳出 10,167 20

後期高齢者医療特別会計
1,230 1,230 歳入 1,236 6

歳出 1,208 22

介護保険特別会計
9,337 9,337 歳入 9,312 △ 25

歳出 9,167 170

上川手山林財産区特別会計
3 3 歳入 3 0

歳出 1 2

北の沢山林財産区特別会計
3 3 歳入 3 0

歳出 2 1

有明山林財産区特別会計
4 4 歳入 4 0

歳出 3 1

富士尾沢山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 1 0

穂高山林財産区特別会計
1 1 歳入 1 0

歳出 1 0

産業団地造成事業特別会計
19 19 歳入 19 0

歳出 19 0

有明荘特別会計
8 8 歳入 8 0

歳出 8 0

合計
63,112 64,355 歳入 63,800 △ 555

歳出 62,743 1,612

※決算額については、単位未満四捨五入しています。
※決算時の予算現額とは、当該年度の予算に前年度からの繰越明許費繰越額お
よび事故繰越し繰越額を加えたものになります。

令和元年度
旧合併特例事業債　計 2,639.5
施設除却事業 22.2
保育所建設事業 414.6
一般会計出資債（上水道分） 279.1
新ごみ処理施設建設事業 1300.7
市道新設改良事業 243.4

【明許】市道新設改良事業 3.0 
体育施設整備事業 332.0 

【明許】体育施設整備事業 44.5

42,081 
41,757 41,383 40,741 40,343 

35,214 34,699 
32,731 30,964 29,060 

1,398 0 0 0 0 

8,396 7,618 7,054 6,604 6,126 

87,089 84,074
81,168

78,309 75,529

15269 15629
15979 14898 16,114 

普通会計 水道事業会計下水会計 農集排会計

※H28~ 下水会計に含む
全会計合計 臨時財政対策債
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

健
全
財
政

財
政
悪
化

早期健全化基準（※1） 財政再生基準（※2）

①実質赤字比率
　普通会計の赤字割合

③実質公債費比率
　年間の借入金返済額の割合

②連結実質赤字比率
　一般会計、特別会計、企業会
　計の全ての会計の赤字割合

④将来負担比率
　将来負担が見込まれる負債
　の割合

（※１）早期健全化基準を 1項目でも上回った場合は、改善に係る個別の事項について、外部
監査を受けなければなりません。

（※２）財政再生基準を 1項目でも上回った場合は、議会の議決を経て財政再生計画を定め、
総務大臣の同意を得なければ、一部を除き地方債を借りることができなくなるなど、
国の管理下のもと財政の健全化が厳しく求められることになります。

健全段階 早期健全化段階 再生段階
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下水道事業水道事業
おもな取り組み

〇豊科明科地域整備事業 		 ５億 5,473 万円
送水管、配水管の布設工事

〇主要管路整備事業 		 １億 3,196 万円
重要給水施設への給水ルートの耐震化のための導配水管の布設工事

〇濁度計設置工事 		 6,820 万円
配水池内への濁った水の流入を防止するため、水源に濁度計を設置

〇送水ポンプ更新工事 		 2,576 万円
施設の正常な運転維持のため、送水ポンプを更新

企業債償還金　5 億 7,092 万円

特
別
会
計
等
の
決
算
状
況

一
般
会
計
お
よ
び
特
別
会
計
の
決
算

状
況
は
表
１
の
と
お
り
で
す
。

公
営
企
業
会
計

水
道
事
業
会
計
・
下
水
道
事
業
会
計

水
道
事
業
、
下
水
道
事
業
は
、
皆
さ

ん
か
ら
い
た
だ
く
料
金
や
使
用
料
で
運

営
し
て
い
ま
す
。
令
和
元
年
度
決
算
は

そ
れ
ぞ
れ
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

水
道
事
業
の
黒
字
３
億
８
４
４
８
万
円

は
後
年
度
の
設
備
更
新
の
た
め
に
、
下

水
道
事
業
の
黒
字
７
億
９
９
０
万
円
は

企
業
債
償
還
の
た
め
に
積
み
立
て
ま
す
。


